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１． 温室効果ガスインベントリと地球温暖化対策計画

日本全体の温室効果ガス排出量を適正に把握することと、各事業分野で削減目標を立てて取組を推進することは目的
が異なるため、算出の考え方も異なる。

温室効果ガスインベントリ 地球温暖化対策計画（案）
概要 一国が１年間に排出・吸収する温室効果ガスの

量を取りまとめたデータ。
温室効果ガスがどのような排出源からどの程度
排出されているのかを把握。

我が国の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するための計画
2030年度の中期目標について、各主体が取り組むべき対策や国の施策を明ら
かにし、削減目標達成への道筋を付ける。
毎年、各対策について政府が講じた施策の進捗状況等について、対策評価指
標等を用いつつ厳格に点検し、必要に応じ計画を見直す。

構成 以下の分類において、温室効果ガスの排出・吸収量
を算定（国連気候変動枠組条約（UNFCCC）
事務局に提出するインベントリにおける分類。地球温
暖化対策計画（案）に掲載された部門ごと等の分
類での資料も公表されている。）。

1.エネルギー分野
2.工業プロセス及び製品の使用（IPPU）分野
3.農業分野
4.土地利用、土地利用変化及び林業
（LULUCF）分野
5.廃棄物分野
6.その他（間接CO2等）

以下の分類において、排出量の目安を達成するため、具体的な数字の裏付けの
ある個々の対策について、対策評価指標、排出削減見込量等を示す。

（１）エネルギー起源二酸化炭素
（産業部門、業務その他部門、家庭部門、運輸部門、エネルギー
転換部門）

（２）非エネルギー起源二酸化炭素
（３）メタン
（４）一酸化二窒素
（５）代替フロン等４ガス
温室効果ガス吸収源
二国間クレジット制度（JCM）

下水道分野
の位置づけ

エネルギー消費に伴うCO2排出については、エネル
ギー分野で計上。
下水処理に伴うN2O、CH4排出については、廃
棄物分野における排出量の一部として計上。

（１）エネルギー起源二酸化炭素のうち、業務その他部門の取り組みとして、省
エネ、創エネ、再エネによる削減目標を位置づけ。
（４）一酸化二窒素の削減に向けた取り組みとして、汚泥焼却の高度化による
削減目標を位置づけ。

エネルギーの
外部利用の
考え方

FIT等によるエネルギーの外部利用は、利用先
のエネルギー消費削減量として計上されるため、
エネルギーの創出側では計上されない。

対策の指標という観点での削減目標であるため、FIT等を通じたエネルギーの外
部利用も含め、下水道分野の取組を通じた削減分として計上。



２．地方公共団体実行計画

地方公共団体実行計画事務事業編に記載すべき主な内容
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地方公共団体においては、庁舎等におけるエネルギー消費のみならず、廃棄物処理事業、上下水道事業、
公営の公共交通機関、公立学校、公立病院等の運営といった事業からの温室効果ガス排出量が大きな
割合を占める場合がある。このため、地方自治法（昭和22年法律第67号）に定められた全ての行政事
務・事業を、具体的な取組項目及びその目標を記載する対象とする。

地方公共団体実行計画
事務事業編 区域施策編

概要 地方公共団体の事務事業に伴う温室効果ガス
の排出量の削減等を推進するための計画

その区域の自然的社会的条件に応じて、温室
効果ガスの排出削減等を推進するための総合的
な計画

排出量の
推計対象

地方公共団体が実施する全ての事務事業 地理的な行政区域内の排出量として、産業部
門や家庭部門、運輸部門等も含む

削減目標
の設定

「温室効果ガス総排出量」に関する数量的な目
標を記載
「温室効果ガス総排出量」の値だけでなく、個別
の措置に関する目標を設定
必ずしも自団体の「温室効果ガス総排出量」は
削減されずとも、社会全体として温室効果ガス
の排出量が削減される措置について目標を設
定することも有効

計画に盛り込まれた施策の実施に関する目標の
設定
地域の事業者・住民との協力・連携の確保に
留意しつつ、再エネの最大限導入、徹底した省
エネ推進を図る
削減量は定量的に算出できることが望ましいもの
の、削減効果の算定が難しい場合は、進捗管理
のための指標を定めることが重要
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３．下水道分野におけるCH4,N2O排出係数

焼却過程における
N2O排出係数

水処理過程におけるCH4排出係数 水処理過程におけるＮ２Ｏ排出係数


